
第２期南房総市総合戦略（令和２年度～令和９年度）基本目標　実績 ※空欄は数値無し

基本目標１　安心して子どもを産み育てられる環境を作る

指標 年度 当初値 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 指標 年度 当初値 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

実績値 1.15 1.04 1.02 1.13 1.05 0.98 実績値 52.9 55.4

目標値 1.15 1.34 目標値 52.9 63.0

基本目標２　若者に魅力のあるしごとをつくる

指標 年度 当初値 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 指標 年度 当初値 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

実績値 2.9 3.0 実績値 2.1 3.4

目標値 2.9 3.5 目標値 2.1 3.5

資料３

合計特殊出生率
(出産可能年齢（15～49
歳）の女性の、各年齢ごと
の出生率を足し合わせ、一
人の女性が生涯、何人の子
どもを産むのかを推計した
もの)

当初値　1.15（H29）
目標値　1.34（R9）
※改訂時に下方修正

数値根拠：
千葉県HP（合計特殊出生
率の推移市町村別）各年
10月頃

子育てアンケート満足度

当初値　52.9％（H30）
目標値　63％（R9）

数値根拠：
「南房総市子ども・子育て
支援事業計画」策定時のア
ンケートにおいて、子育て
しやすいと思う→「そう思
う」「どちらかというとそ
う思う」と答えた割合

（子ども・子育て支援事業
計画期間）
第１期：H27～R1
第２期：R2～R6
第３期：R7～R11

従業者１人当たり付加価
値額
(企業の付加価値額を従業者
数で割って求めた数値。従業
員1人あたりの稼ぎ)

当初値　2.9百万円
　　　　　　（H28）
目標値　3.5百万円
　　　　　　（R9）

数値根拠：経済センサス活
動調査
（事業所に関する集計－産
業横断的集計－売上（収
入）金額等）

創業比率
(新設事業所又は企業の年平均
/期首において既に存在してい
た事業所又は企業数)

当初値　2.10%（H28）
目標値　3.50%（R9）
※改訂時下方修正

数値根拠：経済センサス活
動調査
（産業横断的集計-事業所
数、従業者数・新規事業所
数÷事業所総数）
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基本目標３　新しい人の流れをつくる

指標 年度 当初値 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 指標 年度 当初値 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 R5 R6 R7 R8 R9

実績値 5,444 3,082 3,182 4,078 4,437 4,471 実績値 471 374 351 492 415 408 420

目標値 5,444 6,000 目標値 471 700

基本目標４　時代に合った地域をつくる

指標 年度 当初値 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 指標 年度 当初値 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

実績値 41 39 実績値 11.8 12.5

目標値 41 60 目標値 11.8 10.0

観光入込客数

当初値　5,444千人
　　　　　　（H29）
目標値　6,000千人
　　　　　　（R9）

数値根拠：千葉県HP
（千葉県観光入込調査）各
年２月頃

転入者数（20歳～39歳）

当初値　471人（H30）
目標値　700人（R9）

数値根拠：住民基本台帳

20～39歳で将来にわた
り定住意向のある人の割
合

当初値　41％（H30）
目標値　60％（R9）

数値根拠：総合計画策定時
アンケート

住宅総数に対する「空き家
のうちその他の住宅」の割
合

当初値　11.8％（H30）
目標値　10％（R9）

数値根拠：住宅土地統計調
査（居住世帯の有無別住宅
数及び建物の種類、別住宅
以外で人が居住する建物
数）
その他の住宅÷住宅総数
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☆…目標を達成

〇…目標を概ね達成
△…目標に届かず

頁 頁
１）子育てに係る負担の緩和 １）子育て世代のＵＩターン推進
・学校外教育サービス利用助成事業 2 ・移住交流推進事業 11
・放課後子どもクラブの実施 2 ・「南房総学」の推進 11
・延長保育促進事業 3 ・婚活支援事業 12
・子育て手続きの簡略化 3 ２）若い世代のチャレンジを応援

２）きめ細やかな子育て支援 ・産学協働地域活力創造事業 12
・子育て支援センター機能充実事業 4 ３）魅力的な景観と戦略的広報による南房総市の知名度アップ
・ファミリーサポート推進事業 4 ・癒しの風景おもてなし事業 13

３）子育て世代に向けた情報発信 ・戦略的広報事業 13
・パンフレットを活用した子育てＰＲ事業 5
・ブログによる子育て情報ＰＲ事業 5

１）地域資源の更なる活用及び新産業の創出 １）持続可能な行政・社会システムの再構築
・農商工連携等推進事業 6 ・持続可能な行政・社会システム研究創造事業 14
・特産品振興事業 6 ・スマート自治体の推進 14
・地域資源再生事業 7 ・地域公共交通と連携した医療・福祉・商業等の生活圏構築 15
・道の駅の多機能化推進整備事業 7 ２）市内住宅総数の適正化
・訪日外国人誘客環境整備事業 8 ・市内住宅適正化事業 15
・新たな地域資源活用型観光推進事業 8

２）起業、創業・第二創業支援
・企業・起業家支援事業 9
・就労・スキルアップ支援事業 9

３）産業人材の育成、企業・起業家の誘致
・活力あるしごとづくり支援事業 10
・企業誘致等推進事業 10

第２期南房総市総合戦略　進捗管理表（令和７年度事業分）　目次

１　安心して子どもを産み育てられる環境をつくる 担当課 進捗 ３　新しい人の流れをつくる 担当課 進捗

(子ども教育課) △ (企画政策課) ☆
(子ども教育課) ☆ (子ども教育課) △
(子ども教育課) △ (企画政策課) △
(子ども教育課) ☆

(市民課) ☆
(子ども教育課) ☆
(子ども教育課) 〇 (観光プロモーション課・市民課・建設課) △

(企画政策課・秘書広報室) ☆
(企画政策課) ☆
(企画政策課) ☆

２　若者に魅力のあるしごとをつくる ４　時代に合った地域をつくる

(地域資源再生課) △ (企画政策課) 〇
(農林水産課・地域資源再生課) ☆ (業革情報室) △

(地域資源再生課) ☆ (企画政策課) △
(観光プロモーション課) △
(観光プロモーション課) 〇 (建設課) ☆

(観光プロモーション課・生涯学習課) △

(商工課) ☆
(商工課) ☆

(商工課) △
(商工課) ☆

達成状況
【８事業中６事業】

達成状況
【10事業中６事業】

達成状況
【６事業中３事業】

達成状況
【４事業中２事業】
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令和8年度 総合戦略記載事業 進捗管理票（令和7年度事業分）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

学校外教育サービス利用助成事業 86% 89% 72% 75% 78% 80%

指標による施策の判定

目標に届かず

放課後子どもクラブの実施 6校 6校 6校 6校 6校 6校

指標による施策の判定

目標を達成

各年度実績値

具体的な施策
重要業績評価指標

（KPI）
要因、課題、取組方針

クーポン券の交付を
受けた児童生徒のう
ち実際に利用した児
童生徒数の割合

目標
2024年度：85％
2027年度：85％

参考
2018年度：80％
2022年度：84％
　　　　（小学生）
　　　　　　62％
　　　　（中学生）

〔要因（目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化）〕

・経済的な事情等で、学習塾やスポーツ教室に通うことが難しい児童
に対し、それらのサービスの利用機会が得られるという役割を、一定
程度果たせていると考えている。
・実績値は目標に達することができなかったものの、利用率は上昇傾
向にある。
〈R７実績内訳〉
　小学生87.8％（交付者数394人、利用者数346人）
　中学生72.7％（交付者数578人、利用者数420人）

〔課題（要因や状況変化を踏まえ目標の達成等に必要なこと）〕

・引き続き、事業対象者への周知を十分に行うとともに、助成券を利
用できる参画事業者を増やすため、利用者のニーズに合った学習塾等
に参画事業者登録してもらう必要がある。また、対象者の拡大による
事務負担に対応できるようにする必要がある。

〔取組方針（課題を踏まえたより具体的な取組）〕

・事業者に対しては、ＨＰ等で事業を広く周知及び事業への参画を担
当者から積極的に交渉していく。
・利用者に対しては、学校やＨＰ等での宣伝を充実させ、利用率向上
を図る。
・これまで以上に利用しやすい事業とするとともに、利用率向上によ
る事務負担を軽減するためクーポンの電子化について検討する。

【内容】
 市内に居住する小中学校児童生徒を

対象に学習塾や文化・スポーツ教室な
どで利用できるクーポン券の交付を行
い、塾等の利用に係る費用の全部又は
一部を助成

【継続的に検討する課題】
・対象者を中学生へ拡充（R4から実施
済）

週５日のメニューを
展開する放課後こど
もクラブを実施する
小学校数の維持

目標
2024年度：６校
2027年度：６校

参考
2019年度：6校
2023年度：6校

〔要因（目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化）〕

・高学年児童が放課後を主体的に過ごすための選択肢の１つとして機
能している。学校外教育サービス利用助成券を使用できることが利用
を後押ししていると考える。

〔課題（要因や状況変化を踏まえ目標の達成等に必要なこと）〕

・ＰＴＡや、地域人材が参画し、運営委員会を組織して運営する形を
とっているが、教頭が中心となり実務を担っている学校が多い。学校
の業務負担軽減のためにも、ＰＴＡや保護者と連携し、持続可能な仕
組みを作っていく必要がある。
・放課後こどもクラブを利用しない児童の居場所を考える必要があ
る。

〔取組方針（課題を踏まえたより具体的な取組）〕

・各学校の運営実態を調査・把握し、よりよい体制づくりについて助
言することが考えられる。
・放課後こどもクラブを利用しない（できない）児童の居場所の検討

【内容】
 小学校の余裕教室等を活用し、放課

後における学習講座やスポーツ、文化
活動等の各種体験活動の場を設け、児
童の放課後の安全な居場所を創出

 学校外教育サービス利用助成事業と
連携し、クーポン券の利用先を拡充
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令和8年度 総合戦略記載事業 進捗管理票（令和7年度事業分）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

延長保育促進事業 0箇所 0箇所 0箇所 0箇所 0箇所 0箇所

指標による施策の判定

目標に届かず

子育て手続きの簡略化 0 0 0 1 1 1

指標による施策の判定

目標を達成

各年度実績値

具体的な施策
重要業績評価指標

（KPI）
要因、課題、取組方針

土曜日に11時間開所
している公立保育所

目標
2024年度：３箇所
2027年度：３箇所

参考
2019年度：0箇所
2023年度：0箇所
※最大３箇所

〔要因（目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化）〕

・土曜日を終日実施するためには、正職員保育士の確保が必要であ
る。現在の体制では保育士が不足している。
・給食のための調理員の確保や業務委託が必要である。
・光熱水費や賄材料費などの物件費確保が必要である。
・預かり保育も同様に実施しようとすると財政負担が大きい。

〔課題（要因や状況変化を踏まえ目標の達成等に必要なこと）〕

・人材の確保（保育士・調理員、預かり保育指導員の確保）
・私立保育園との調整・連係
・対象児の減少
・予算の確保

〔取組方針（課題を踏まえたより具体的な取組）〕

・他市の実施状況の調査（館山市：令和６年度、民間の認定こども園
の開設により、一時保育や土日保育を行う。）
・幼稚園、預かり保育も同条件で実施が可能なのかを調査
・職員組合と交渉
・総務課の人事担当と相談
・人材募集
・施設再編

【内容】
 私立保育園のない地域において、土

曜日に公立保育所の開所時間を延長
（土曜日）現行：午後0時30分まで
　　　　　今後：午後6時15分まで

子育て手続きの簡略
化に向けた庁内組織
数

目標
2024年度：1
2027年度：1

参考
2019年度：0
2023年度：0

〔要因（目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化）〕

健康推進課と子ども教育課による子育て手続きに係るサービスの簡略
化に向けた検討を行う庁内組織が機能し、十分な調整が図られ、「子
ども家庭支援室」を設置することができた。

〔課題（要因や状況変化を踏まえ目標の達成等に必要なこと）〕

これまで社会福祉課にあった児童福祉係も子ども教育課に移管され、
子育てに関する窓口が教育委員会事務局に集約されたことにより、妊
娠・出産から就学・進学・就職まで、切れ目のない子育てを包括的に
取り組んでいく。

〔取組方針（課題を踏まえたより具体的な取組）〕

子育てに関連する手続きや相談の窓口が集約され、南房総市に住む子
どもの情報が集約されたため、子どもの成長段階に応じて、必要な支
援や施策を切れ目なく、漏れなく取り組むために、子ども教育課の教
育係、児童福祉係、子ども家庭支援室の支援係、保健係で常に情報共
有、連携を図ることとする。

【内容】
 手続きの簡略化による市民へのサー

ビス向上とともに、内部業務の効率化
を図り、対面での相談支援の機会を確
保する

 子育て手続きに係るサービスの簡略
化に向けた検討を行う庁内組織を立ち
上げる
・子ども家庭支援室（教育委員会子ど
も教育課内）を設置し、子育て手続き
の簡略化を行う（R6.4～）
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令和8年度 総合戦略記載事業 進捗管理票（令和7年度事業分）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

子育て支援センター機能充実事業 2,317人 2,416人 3,976人 4,165人 2,870人 4,402人

指標による施策の判定

目標を達成

ファミリーサポート推進事業 101件 62件 193件 91件 253件 249件

指標による施策の判定

目標を概ね達成

各年度実績値

具体的な施策
重要業績評価指標

（KPI）
要因、課題、取組方針

子育て支援センター
年間利用者数の維持
（こどものみ単年度
延べ数）

目標
2024年度：4,000人
2027年度：4,000人

参考
2018年度：4,446人
2022年度：3,705人

〔要因（目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化）〕

・にこにこひろばや行事等を予定通りに行うことができ、目標を達成
することができた。

〔課題（要因や状況変化を踏まえ目標の達成等に必要なこと）〕

・保健師や各相談員、子ども園と連携し、親の孤立や育児に対する困
り感、発達に課題が見られる子どもへの支援等を早期に行っていく。

〔取組方針（課題を踏まえたより具体的な取組）〕

・にこにこひろばに遊びに来る親子の様子を観察したり、話を聞いた
りする中で必要に応じて「きらりんくらぶ」や「幼児相談」「ことば
の相談」などに繋げ、専門家による支援を行っていく。
・保健師や支援係、子ども園、特別支援学校、病院などと連携して親
の孤立や育児に対する困り感、発達に課題が見られる子どもへの支援
等に対し、早期に対応ができるよう事業を実施していく。

【内容】
 地域の子育て拠点として、子どもの

遊び場を確保するとともに関係機関等
と連携を図り、子育て家庭に対し、よ
りきめ細やかな支援を実施

ファミリーサポート
センター年間利用件
数（単年度延べ数）

目標
2024年度：50件
2027年度：50件

参考
2018年度：30件
2022年度：193件
（特定の家庭が頻回
に利用したため件数
が増加した）

〔要因（目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化）〕

・提供会員が低迷している。

〔課題（要因や状況変化を踏まえ目標の達成等に必要なこと）〕

・提供会員がほのぼののイベント参加や交流会に積極的に参加しても
らいファミサポを安心して利用できるように親睦を深めていく。

〔取組方針（課題を踏まえたより具体的な取組）〕

・提供会員と依頼会員の声を紹介することによってこれから利用しよ
うとする方への不安を和らげられたら良い。

【内容】
 ファミリーサポートセンターや地域

の自主的な子育てサークル活動への支
援など、身近な地域で助けあいの精神
に基づいた相談や情報提供、育児援助
などの自主的な地域活動を促進

 ファミリーサポートセンターの取組
を市民に周知し、会員を拡大

【継続的に検討する課題】
 ファミリーサポートセンターの利用

促進の観点から、利用料金など、利用
しやすい運営方法のあり方について検
討
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令和8年度 総合戦略記載事業 進捗管理票（令和7年度事業分）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

パンフレットを活用した
子育てPR事業

0部 0部 0部 2,500部 4,000部 7,000部

指標による施策の判定

目標を達成

ブログによる子育て情報PR事業
30,355
アクセス

111,098
アクセス

162,014
アクセス

254,433
アクセス

455,267
アクセス

809,678
アクセス

指標による施策の判定

目標を達成

各年度実績値

具体的な施策
重要業績評価指標

（KPI）
要因、課題、取組方針

子育てパンフレット
の配布数（移住・定
住ガイドブック）

目標
2024年度：1,300部
（5年累計）
2027年度：6,000部
（8年累計）

参考
2019年度：0部
2022年度：1,000部

〔要因（目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化）〕

移住・定住ガイドブックの主な用途は、移住相談窓口での配布、関連
イベントや観光施設等での配布によるPR強化である。また、当該ガイ
ドブックを通じて移住・定住情報サイトへのアクセスを誘引する目的
があることから、引き続き、移住・定住情報サイトの内容の充実と併
せて、移住相談窓口や関連イベント等で当該ガイドブックを積極的に
配布・活用していく必要がある。

〔課題（要因や状況変化を踏まえ目標の達成等に必要なこと）〕

子育てや教育などの情報をはじめとした移住に関連する情報を継続的
かつ効果的に発信していく必要がある。

〔取組方針（課題を踏まえたより具体的な取組）〕

子育て世帯をターゲットとするプロモーションを更に強化していくた
め、当該ガイドブックの積極的な配布、移住・定住情報サイト内の子
育て・教育情報の充実、SNS及び各種メディア配信等と併せてプロ
モーションを強化していく。

【内容】
５歳未満の児童がいる家庭を対象

に、南房総市での子育てに関する主要
な情報を整理し、いつでも・すぐに見
られる・気軽に使いやすいパンフレッ
トを作成

移住・定住ガイドブックと連携し、
移住相談イベント及び観光施設等での
配布や、転入及び移住相談窓口で配
布・PRする

子育てブログの閲覧数
（移住サイト）

目標
2024年度：75,000
アクセス（5年累計）
2027年度：400,000
アクセス（8年累計）

参考
2019年度：0アクセス
2022年度：50,916ア
クセス

要因（目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化）〕

R4年3月から移住・定住情報サイトを開設し、以降、毎年サイトを改
良し、令和6年度は「空き家バンク」や「子育て・教育」の情報を一元
化。その結果、初年度から約７倍の閲覧回数（約３５万回/年）とな
り、本市への移住を考えている人たちの参考となるサイトに成長し
た。

〔課題（要因や状況変化を踏まえ目標の達成等に必要なこと）〕

目標値は達成しているが、蓄積した移住相談ノウハウの中で把握して
いる移住者にニーズにより適したサイトにしていくため、サイト機能
面の向上や、より一層の情報の充実を図っていく必要がある。

〔取組方針（課題を踏まえたより具体的な取組）〕

子育て世帯をターゲットに、子育てや教育環境の魅力発信を強化して
いくと共に、定期的な情報の更新やSNS広告を活用し、他の自治体サ
イトとの差別化も意識しつつ、サイトの更なる認知度向上を図ってい
く。

【内容】
 南房総市での子育てに役立つ情報や

市の子育ての魅力について、移住・定
住情報サイト等を活用しデジタル配信
を強化する
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令和8年度 総合戦略記載事業 進捗管理票（令和7年度事業分）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

農商工連携等推進事業 1件 1件 2件 2件 4件 4件

指標による施策の判定

目標に届かず

特産品振興事業 18人 11人 8人 12人 17人 20人

指標による施策の判定

目標を達成

各年度実績値

具体的な施策
重要業績評価指標

（KPI）
要因、課題、取組方針

創業・第二創業者

目標
2024年度：７件
（5年累計）
2027年度：11件
（8年累計）

参考
2016～2018年度：5
件（３年累計）
2020～2022年度：
4件（3年累計）

〔要因（目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化）〕

・実績については、商工観光部商工課が所管する新たな仕事と雇用創
出支援事業補助金の新分野参入支援事業（市内の農水産物を活用する
場合）の件数を計上していた。
・新たな仕事と雇用創出支援事業補助金について、新分野参入支援事
業（市内の農水産物を活用する場合）は、R７年度から廃止された。
・廃止の要因として、商品開発は費用対効果が予測しづらく、不安な
要素が強く、事業を利用しようとする企業が少ない。

〔課題（要因や状況変化を踏まえ目標の達成等に必要なこと）〕

・新分野参入支援事業（市内の農水産物を活用する場合）について
は、補助率を上げて、事業の復活が必要である。
・中東情勢を踏まえた石油及び関連製品の不足しているなど、経済が
不安定な状況であり、これらが解消されなければならない。

〔取組方針（課題を踏まえたより具体的な取組）〕

・補助事業の復活、中東情勢の安定等、状況が好転した際、再度、検
討する。

【内容】
 南房総産農林水産物を活用した事業

展開に意欲がある個人、団体等が対象
 南房総産ビジネス倶楽部の運営を強

化し、農林水産物を活用した新事業の
創造の場となる基盤を構築

 専門家を招き、商品開発等を促進
 地域産品を国内外の流通に乗せ産業

の活性化
 流通に乗せるためのノウハウのなど

学びの場の提供や地域商社や道の駅等
と連携した販路開拓を推進

新規就農者（単年
度・雇用就農含む）

目標
2024年度：14人
2025年度から2027年
度について、3年間の累
計とする。
2027年度；30人
（3か年累計・単年度
10人）

参考
2018年度：14人
2022年度：8人

〔要因（目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化）〕

・新規就農者20人の内、新規参入者が1４人（親元２含む）、雇用就
農が６人。（安房農業事務所調べ）
・農業経営体は減少しているが大規模な経営体は増加傾向。小規模農
家の経営維持が課題。
・食用ナバナの根こぶ病対策としてスラグ散布の実証実験に参加し、R
８から農業支援センターの作業メニューに加えることとなった。

〔課題（要因や状況変化を踏まえ目標の達成等に必要なこと）〕

・南房総農業支援センターでは就農相談窓口を設置している。相談者
の目標に応じた就農のための道筋を提案し、その支援を行う。
・支援センターでは農地の貸し借り支援、研修事業として食用ナバナ
のセミナー等を毎年開催しており、就農相談者や新規就農者へのPRを
継続して実施していく。

〔取組方針（課題を踏まえたより具体的な取組）〕

・千葉県の認定研修機関となっている南房総農業支援センター、市の
認定研修機関の農家での研修希望者を募り、新規就農の入口として積
極的に広報する。
・国の支援制度に加え、市独自の小さ目な補助事業をPRして新規就農
者の取り込みに努める。就農者に堅実な目標を設定するよう指導す
る。

【内容】
 重点品目に指定された農産物の生産

者が対象
 南房総市での主たる農産物に対する

規模別・経営類型別所得指標を市・
県・ＪＡなどで共同作成

 また、品目別に振興ビジョンを作成
し、それに基づく新たな支援策を構築

 先端農業技術を活用した取組みを支
援し、将来を見据えた生産基盤の整備
を推進

 農業生産法人の誘致及び育成を図
り、地域農業をけん引する新たな推進
力を創出
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令和8年度 総合戦略記載事業 進捗管理票（令和7年度事業分）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

地域資源再生事業
39ヘク
タール

130ヘ
クタール

184ヘ
クタール

266ヘ
クタール

330ヘ
クタール

448ヘ
クタール

指標による施策の判定

目標を達成

道の駅の多機能化推進整備事業 143万人 156万人 182万人 185万人 194万人 199万人

指標による施策の判定

目標に届かず

各年度実績値

具体的な施策
重要業績評価指標

（KPI）
要因、課題、取組方針

農業支援センターの
農地利用集積面積※

目標
2024年度：60ヘクター
ル（5か年累計・単年度
15ヘクタール）
2027年度：120ヘク
タール（8か年累計・
2025～2027単年度20
ヘクタール）
参考
2018年度：37ヘクター
ル

※農地を耕作に利用する
ための権利を、農業の担
い手のもとに集めたもの

〔要因（目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化）〕

地域計画に基づき、農地中間管理事業のもとで、地域の担い手となる
中心的な農業者や新規就農者を軸に農地集積を促進している。
　農家人口の減少や高齢化などを背景として発生する、遊休農地の利
活用を含めた総合的な対策が必要である。

〔課題（要因や状況変化を踏まえ目標の達成等に必要なこと）〕

　地域計画における担い手農業者の規模拡大に伴う農地取得や既存農
地の集約化による効率的な営農を実現していくことが重要。また、新
規就農者の農地確保についても、農地中間管理制度による農地貸借を
積極的に推進する必要がある。
　遊休農地対策としては、国の「遊休農地解消対策事業」を積極的に
活用することで、遊休農地の解消・利活用・農地の機構集積を一括
し、円滑に進めていく必要がある。

〔取組方針（課題を踏まえたより具体的な取組）〕

　（一財）南房総農業支援センターの農地利用集積事業を中心に、窓
口総合相談事業、コントラクター事業との連携により、中間管理制度
における農地集積を積極的かつスピーディに進める。
　基盤整備地を中心に「遊休農地解消対策事業」を実施し、遊休地の
解消後には、地域計画における担い手に農地を集積していくことで、
実効性をもった地域計画の実現に取り組んでいく。

【内容】
 官民連携事業を推進し、農林漁業者

を支援
 ＪＡと共同で設立した、（一財）農

業支援センターの事業内容の拡充、強
化

 千葉県森林組合と連携し、森林環境
譲与税を活用し、適正な森林保全と林
業基盤の再構築を促進

 漁協と連携し策定した漁村再生計画
等の実施による、経営の再生と事業基
盤の再構築を促進

道の駅利用者数
（単年度）

目標
2024年度：250万人
2027年度：250万人

参考
2018年度：210万人

〔要因（目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化）〕

国内の景気は回復基調で旅行需要はあり、道の駅の利用者数は上昇傾
向にあるものの、物価高などによる影響があるのではないか。また観
光ニーズの多様化や道の駅のテーマパーク化などが多く見られる中
で、苦戦している。

〔課題（要因や状況変化を踏まえ目標の達成等に必要なこと）〕

飲食や体験などニーズに対応したサービスの提供や広い駐車場などの
環境整備が求められているほか、地域資源を最大限活用し、一次産業
の下支えと地域振興に資する取組みを推進する必要がある。

〔取組方針（課題を踏まえたより具体的な取組）〕

・道の駅再生基本計画に基づいた大規模改修事業の最終局面となり、
施設の長寿命化とニーズの変化に対応した機能強化を図る。
・道の駅を管理運営する（株）ちば南房総との連携強化を図り、稼ぐ
三セク、足腰の強い経営基盤をつくるとともに、市内の道の駅は「農
産物など地場産品の販売拠点」、総合加工施設は「農産物の加工・商
品開発拠点」として位置付け、道の駅の強みである交流・物販事業を
拡充していく。

【内容】
 道の駅を核として横断的・一元的に推進

できる体制を構築することで、市と第３セ
クターが緊密な連携のもと、地域ビジネス
と稼ぐ力を創出する

 ＤＭＣ機能拡大により、外国人旅行者へ
の対応を含めた来訪者の地域回遊性を高め
る環境整備を行い、観光客の増加による経
済効果の発揮と、滞在時間の長期化による
宿泊需要の創出を目指す

 サイクルツーリズムやバイクツーリズム
推進のための環境整備を行う

 道の駅間の流通システムを構築すること
で、各道の駅の商品力・収益力と生産者所
得の向上に結び付ける

 総合加工施設の整備など設備の刷新を図
ることで、市内における６次産業化を促進
し、デジタル技術も活用して、地域資源の
高付加価値化やブランド化、道の駅の商品
力向上に結び付ける

 市内の子育て世帯も楽しめるような公園
機能の強化や飲食メニュー等、施設の充実
を検討する
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令和8年度 総合戦略記載事業 進捗管理票（令和7年度事業分）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

訪日外国人誘客環境整備事業 244人 618人 1,054人 1,841人 3,108人 4,242人

指標による施策の判定

目標を概ね達成

新たな地域資源活用型観光推進事業 29万人 29万人 48万人 52万人 51万人 52万人

指標による施策の判定

目標に届かず

各年度実績値

具体的な施策
重要業績評価指標

（KPI）
要因、課題、取組方針

外国人延べ宿泊者数
（単年度）

目標
2024年 度：4,000人
2027年度：4,000人

参考
2018年度：2,900人
2022年度：1,050人

〔要因（目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化）〕

・南房総を目的地に設定して旅行する外国人はまだまだ少ないが、市
内の宿泊事業者が多国籍化しているためか、外国人宿泊者数が伸びて
いる。（グランドメルキュール、南海荘、グランドホテル太陽など）

〔課題（要因や状況変化を踏まえ目標の達成等に必要なこと）〕

・外国人観光客に対する知名度の低さ、目的地に選ばれるための決定
的なコンテンツの欠如が考えられる。
・観光協会が長年にわたり東京駅の外国人向け観光コンシェルジュや
成田空港等にパンフレットを配架しているが目立った効果は無い。

〔取組方針（課題を踏まえたより具体的な取組）〕

単独自治体では対策が難しく、また予算も限られているため、定住自
立圏事業などにより館山市や南房連、宿泊滞在など近隣自治体と連携
した知名度アップの取り組みを検討したい。

【内容】
 訪日外国人誘客のための案内標識な

どの受入環境整備や外国語観光情報サ
イトの充実を図る

市内宿泊者数
（１月～１２月単年）

目標
2024年度：55万人
2027年度：55万人

参考
2018年度：50.6万人

〔要因（目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化）〕

物価や燃料の高騰、長引く世界情勢の不安、人手不足による宿泊施設
の体制不足などが宿泊者数の伸び悩みの原因と考えられる。
一方で入湯税や外国人宿泊数などは増加傾向にある。

〔課題（要因や状況変化を踏まえ目標の達成等に必要なこと）〕

南房総の豊かな自然を活かしたアウトドア体験のメニュー化や、南房
総温泉郷や豊富な海の幸を有する宿泊施設のＰＲなどを通じて集客を
図る。

〔取組方針（課題を踏まえたより具体的な取組）〕

・アウトドア事業者連携を促進し、体験メニューのブラッシュアップ
やキャパを広げ、観光誘客に努める。
・観光大使やキャラクターコンテンツなどを南房総温泉のＰＲに活用
し、新たな客層の取り込みを狙う。また、宿泊客のリピートに繋がる
施策にも取り組む。
・観光協会や道の駅などと連携したＰＲイベントに取り組む。またグ
ルメやフルーツ、花畑などの地域資源をＳＮＳやＷＥＢなどの媒体で
ＰＲする。

【内容】
■ヘルスツーリズム推進事業
「健康と癒し」をテーマとした地域資源の新しい活用展開
と顧客開拓を進め、ガイド事業と宿泊、飲食、物産等、多
様な事業者を連携させた、ヘルスツーリズムを推進。テー
マ性を向上し、情報発信力の強化を行う
■スポーツ交流推進事業
（キャンプ誘致・受入環境整備）

 恵まれた自然環境や体育施設を有効活用し、小学生から
大学生を対象にしたスポーツ交流キャンプや大会を誘致・
企画・実施を図る

 限られた施設数で効率よく合宿を受け入れる体制を構築
する
■サイクルツーリズム推進事業

 市の交通・道路環境を活用し、サイクリストの受け入れ
環境整備を行うとともに拠点整備を推進する

 サイクルトレインの運行している強みを活用し、交通事
業者と連携した観光振興を行う
■温泉活性化事業

 整備した配湯設備を活用し、「南房総温泉」を新たな観
光ツールとし、広く周知すると共に参画事業者の増加を促
す
■地域資源を活用した観光連携事業

 光害が少ない環境を活かし、星空を観光資源とする星空
ツーリズムの事業化に向け調査、研究を進める
ハード面の整備等を検討し、星空保護区認定制度の認定を
目指す
■南房総市版ＤＭＯ

 南房総市観光協会が、南房総市版DMOの機能を担うべく
法人化し、着地型旅行商品の造成･販売やランドオペレー
ター※業務を開始した
今後は販売力強化支援や南房総市固有の特色を生かした観
光地づくりの支援を行う

２
　
若
者
に
魅
力
の
あ
る
し
ご
と
を
つ
く
る

(

1

)

地
域
資
源
の
更
な
る
活
用
及
び
新
産
業
の
創
出

0人

500人

1,000人

1,500人

2,000人

2,500人

3,000人

3,500人

4,000人

4,500人

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

実績 目標

25万人

30万人

35万人

40万人

45万人

50万人

55万人

60万人

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

実績 目標

10



令和8年度 総合戦略記載事業 進捗管理票（令和7年度事業分）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

企業・起業家支援事業 3件 13件 20件 31件 34件 43件

指標による施策の判定

目標を達成

就労・スキルアップ支援事業 39人 93人 204人 315人 419人 547人

指標による施策の判定

目標を達成

各年度実績値

具体的な施策
重要業績評価指標

（KPI）
要因、課題、取組方針

支援事業者件数

目標
2024年度：25件
（5年累計）（新事業件
数＋起業家件数）

2027年度：70件（8
年累計）（新事業件数
＋起業家件数＋デジタ
ル化支援件数）

参考
2019年度：5件
2022年度：7件

〔要因（目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化）〕

市内での起業件数は減少傾向にあるものの、既存事業者のデジタル化
意識や事業高度化のための設備投資意識は高まっており、一定数の支
援件数は達成できている。

〔課題（要因や状況変化を踏まえ目標の達成等に必要なこと）〕

起業家支援に関する補助金を申請する起業家の長期的な経営継続計画
の精度が低い人が多くみられる。

〔取組方針（課題を踏まえたより具体的な取組）〕

補助金の申請にあたってはよろず支援拠点への事業内容の相談を必須
項目とすることで、長期的な経営を行うことができるようサポートし
ていく。

【内容】
■中小企業新事業及び雇用創出支援事
業

 新事業等に参入する企業に対し、設
備投資や雇用を支援
■起業家支援事業

 起業への設備投資や家賃を支援
■空き公共施設活用調査事業

 空き公共施設を企業誘致施設として
利活用を検討している企業を支援
■事業承継事業

 新たに起業したい人、新規事業をし
たい人と事業の引継をしたい人のマッ
チング支援
■創業支援事業計画推進事業

 創業支援事業計画に基づき、関係機
関と連携し、創業を支援
■デジタル化の支援
・ 中小企業の事業収益の改善を目的と
したデジタル化導入を関係機関と連携
して推進

資格取得等人数　

目標
2024年度：250人
（5年累計）
2027年度：520人
（8年累計）

参考
2018年度：68人
2022年度：111人

〔要因（目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化）〕

資格取得等人数は、前年度よりも増加傾向にあり、市内事業者におい
て資格取得への意欲向上に寄与できていると考える。しかし、再チャ
レンジ奨学資金事業の利用実績はなく、制度の周知不足と考える。

〔課題（要因や状況変化を踏まえ目標の達成等に必要なこと）〕

中小企業人材育成事業については、さらに実績値の上積みを図りた
い。再チャレンジ奨学資金貸付事業については、想定する利用者への
情報発信が必要である。また、制度の見直しも視野に入れていく。

〔取組方針（課題を踏まえたより具体的な取組）〕

上記の課題を解決するため、以下２点の取り組みに注力する。
①中小企業人材育成事業については、活用実績のない事業者へ情報が
届けられるよう広報紙への掲載を行う。
②再チャレンジ奨学資金貸付事業については、想定利用者への情報発
信に注力し、制度見直しも併せて行っていく。

令和7年度中小企業人材育成補助金交付実績：128人
再チャレンジ奨学資金貸付事業（新規）：0人

【内容】
■中小企業人材育成事業

 社員の資格取得等への支援
■再チャレンジ奨学金貸付事業

 離職者等の起業や再就職への支援

２
　
若
者
に
魅
力
の
あ
る
し
ご
と
を
つ
く
る

(

2

)

企
業
、
創
業
・
第
二
創
業
支
援

0件

10件

20件

30件

40件

50件

60件

70件

80件

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

実績 目標

0人

50人

100人

150人

200人

250人

300人

350人

400人

450人

500人

550人

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

実績 目標

11



令和8年度 総合戦略記載事業 進捗管理票（令和7年度事業分）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

活力あるしごとづくり支援事業 24人 42人 75人 118人 205人 284人

指標による施策の判定

目標に届かず

企業誘致等推進事業 1件 1件 1件 3件 3件 3件

指標による施策の判定

目標を達成

各年度実績値

具体的な施策
重要業績評価指標

（KPI）
要因、課題、取組方針

クラウドソーシング及び
就職セミナー参加人数

目標
2024年度：350人
（5年累計）
2027年度：600人
（8年累計）

①クラウドソーシングセミ
ナー参加者数
（2023年度まで）
②就職支援セミナー参加者
数
③在宅ワークセミナー参加
者数

参考
2019年度：70人

〔要因（目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化）〕

在宅ワークを主としたセミナーや再就職支援及び就労支援セミナーな
どを開催したが、セミナー参加者の減少により目標値に届かなかっ
た。

〔課題（要因や状況変化を踏まえ目標の達成等に必要なこと）〕

時間と場所を選ばない働き方を推進するためには、自宅で働くことを
働き方の選択肢の一つとして伝えることが必要である。また就労支援
関連のセミナーは、近隣市町と協力しながら周知広報を徹底すること
が重要である。

〔取組方針（課題を踏まえたより具体的な取組）〕

上記の課題解決のため、以下２点に注力する。
①在宅ワークに関するセミナーでは、受講しやすい環境を整え、より
多くの人に参加してもらえるよう開催方法を工夫する。
②就労支援イベントの周知を積極的に行い、参加者の確保を図る。

令和７年度デジタルスキル人材育成受講者：３０人
令和７年度就労支援セミナー等受講者：４９人

【内容】
 企業誘致アドバイザーを招く、企

業、起業家誘致や販路拡大に関するセ
ミナー、イベントの開催

 就職セミナー、地元企業マッチング
イベントなどの開催

 時間や場所を選ばない働き方を推進
するためのセミナー等の開催

 企業・起業家誘致サイト等で市内事
業所や製品の情報発信の充実

 県や関係市町村等との広域連携した
就労支援の推進

 新規就業者の育成機能の構築
・デジタル技術を活用した仕事のマッ
チング支援や医療・介護等専門人材の
育成・確保支援等、働き手不足への対
応

企業誘致件数

目標
2024年度：3件
（5年累計）
2027年度：3件
（8年累計）

参考
2019年度：0件

〔要因（目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化）〕

旧南小学校跡地への企業誘致はHP等により周知しているものの相談が
来ていない状態である。がんばる事業者支援事業補助金も周知を行っ
ているが、市内進出事業者の令和７年度の申請はなかった。

〔課題（要因や状況変化を踏まえ目標の達成等に必要なこと）〕

市内進出の都内事業者向けにがんばる事業者支援事業補助金の周知が
必要である。
現在、紹介できる空き公共施設が少なく掘り起こしが必要となる。

〔取組方針（課題を踏まえたより具体的な取組）〕

旧南小学校跡地については、引き続き募集を続けている。今後も、空
き公共施設に立地を進める企業等から相談、問い合わせがあった場
合、制度の説明を行い利用を促していく。移住定住で実施するイベン
ト等へ参加し、制度の周知を図る。

【内容】
■企業誘致推進事業

 東京圏からの移転企業に対し、操業
のための支援

 移転企業の人材育成に係る経費、プ
ロフェッショナル人材（企業の成長戦
略を具現化していく人材）等の還流の
ための支援

 空き公共施設等を活用した企業誘致
の推進
■企業誘致施設整備事業

 貸しオフィス等企業誘致のための受
入れ施設の整備

 県や関係市町村等との広域連携した
企業、起業家誘致の推進
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令和8年度 総合戦略記載事業 進捗管理票（令和7年度事業分）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

移住交流推進事業 7世帯 34世帯 48世帯 74世帯 95世帯
110世

帯

指標による施策の判定

目標を達成

「南房総学」の推進 ― ― ― ― ― ―

指標による施策の判定

目標に届かず

各年度実績値

具体的な施策
重要業績評価指標

（KPI）
要因、課題、取組方針

移住交流推進事業から
の移住世帯数と二地域
居住を始めた世帯数

目標
2024年度：50世帯
（5年累計）
2027年度：100世帯
（8年累計）

参考
2019年度：0世帯

〔要因（目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化）〕

市内の賃貸物件の慢性的な不足により、若者・子育て世代の移住（転
入）を阻害する大きな要因となっている。

〔課題（要因や状況変化を踏まえ目標の達成等に必要なこと）〕

若者・子育て世代のニーズに合った住環境（特に賃貸物件）の整備。

〔取組方針（課題を踏まえたより具体的な取組）〕

・年齢別社会動態等のデータを分析し、より具体的な本市の住環境の
課題を洗い出す。
・子育て世代のニーズが高いであろう学校周辺の賃貸物件の把握・共
有や空き家の活用など、若者・子育て世代のニーズに応じた住環境の
改善に向け、民間の賃貸住宅供給も含め、データに基づいた総合的な
支援策を引き続き検討していく。

【内容】
　若者・子育て世代の移住を促進するととも
に、二地域居住者をはじめとした関係人口の増
加を図る
　あわせて、移住者が地域になじむことができ
るよう支援する
■相談体制の充実
　移住や交流に関する内容を1か所で相談でき
る窓口を引き続き開設し、地域の特性・文化風
習に関する情報を的確に提供することにより、
移住のミスマッチを防ぐ
　また、地域おこし協力隊を支援者として、行
政区や各種団体、地域のカギとなる人などとつ
なぐことにより、円滑な移住や関係の深化を促
す
■お試し移住体験の充実
　市内の住宅に一定期間滞在し、生活や交流、
就業体験などを通じて地域や移住への理解を深
めることのできるトライアルステイ等の事業を
実施していく
■移住子育て世帯の住居の確保
　賃貸住宅の不足に対し、民間事業者が参入し
やすいよう、施設整備や家賃等に対する支援を
実施していく

将来南房総市に残りた
い、または市外で生活
していても南房総市に
貢献するような活動が
したい。に対して「そ
う思う」の割合
（「南房総学内」にお
ける独自アンケート）

目標
2024年度：90％
2027年度：90％

参考
2019年度：なし

〔要因（目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化）〕

・子どもたちが五感を通して、人と関わることや遊びにより人間らし
く育つことを目的とした自然体験学習を南房総学として発展させ行
う。自然と共生する心や郷土愛の育成につながっている。
・自然体験研究委託の中でアンケートを実施する。研究を３年間行
う。

〔課題（要因や状況変化を踏まえ目標の達成等に必要なこと）〕

・「南房総市への誇りと強い思い」を育てるため、地域の人材、地域
の自然・伝統・文化など、南房総市の特色を生かし、地域に根ざした
南房総学を展開する。
・地域の自然や産業、伝統文化を学び、体験する中で「南房総市に
残っても、離れても、どこに行っても支えとなる故郷への思い」を持
つ子どもの育成を進める。

〔取組方針（課題を踏まえたより具体的な取組）〕

・地域の特色（自然、産業、歴史、文化など）を生かした取組。特に
地域と連携した自然体験活動を通して教育活動を進める。
・地域との連携（漁業、農業、観光業等従事者、高齢者、福祉関係
者、郷土史家など）
・多様なプログラムで学習機会を提供する社会教育施設などと連携を
図り、学校では指導できない専門的な自然体験学習を導入。
・地産地消さらに「自産自消」を活かした食農教育の展開
・「日本一おいしいご飯給食」の提供（食生活改善の提案）
・R５年度からR7年度の3年間は、自然体験研究の委託を行う。

【内容】
　地域の文化・伝統・歴史・自然・産業を学
び、地域の魅力や課題解決に向き合う力を養
い、地域の未来を担う人材を育成する
■南房総市ならではの自然体験学習の推進
　森のようちえん・千葉自然学校・市民活動団
体等と連携し、本市の強みである自然環境を活
かした体験学習の機会を充実させる
　また、当該活動助成やクーポン券の適用拡大
及び広報協力等の支援体制を充実し、「自然の
なかで子育てしたい」移住者に魅力をアピール
する
■南房総ならではの体験機会の創出
　学校外教育サービス利用助成事業を活用しな
がら、地域の専門家によるサーフィンを始めと
した本市ならでは体験機会の創出を図る
■地域産業学習の充実
　従来の地場産業の体験学習だけでなく、都市
部からの移転企業や起業人、チャレンジする地
元事業者などとの連携により、児童生徒が地域
の未来に希望を持てる学習機会をつくる
■地域課題解決学習の展開
　中学校、域内高等学校及び大学と連携し、地
域課題解決に向けた実践的な学習機会を通じ、
自ら考え行動する力を育む
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自然体験研究の委託業務の中で、中
学２年生を対象に「地域愛着」のア
ンケート調査を実施した。調査の内
容が「地域愛着」を１（全く当ては
まらない）～7（とても当てはま
る）の7段階で評価する形で実施
し、学校ごとに集計を行い７段階中
4.5～6.4の結果となった。
　類似の調査ではあるが、ＫＰＩで
定めた「南房総市に残りたい、また
は市外で生活していても市に貢献す
る活動がしたい。」割合90％を判
定できるアンケートではないため
「－」とした。
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令和8年度 総合戦略記載事業 進捗管理票（令和7年度事業分）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

婚活支援事業 0人 0人 0人 54人 76人 76人

指標による施策の判定

目標に届かず

産学協働地域活力創造事業 5件 7件 7件 9件 10件 11件

指標による施策の判定

目標を達成

各年度実績値

具体的な施策
重要業績評価指標

（KPI）
要因、課題、取組方針

(

1

)

子
育
て
世
代
の
U
I
タ
ー
ン
推
進

婚活支援事業への参
加者数

目標
2024年度：800人
（5年累計）
2027年度：300人
（8年累計）

参考
2018年度：77人

〔要因（目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化）〕

現時点で把握している市内の民間の婚活イベントは「アウトドア婚
活」のみとなっている。

〔課題（要因や状況変化を踏まえ目標の達成等に必要なこと）〕

民間の婚活イベントを市がプロモーションで積極的に支援することに
より、既存イベントの魅力や信用の向上及び新たなイベント参入を促
す必要がある。

〔取組方針（課題を踏まえたより具体的な取組）〕

・引き続き民間の婚活イベントに対し、市が積極的にプロモーション
で協力することにより、南房総市で開催される婚活イベントのイメー
ジ向上や地域の婚活に対する機運醸成を高めていく。

【内容】
 出会いの機会を強化し、結婚して家

族や子どもを持つ喜びを感じられる取
り組みを推進する

 民間の婚活イベント等をプロモー
ションで積極的に支援し、参加者の増
加を図る

(

2

)

若
い
世
代
の
チ
ャ
レ
ン
ジ
を
応
援

プロジェクト実装件
数（累計）

目標
2024年度：10件
（５年累計）
2027年度：10件
（8年累計）

参考
2019年度：0件

〔要因（目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化）〕
・令和７年度は、千葉工業大学と連携し事業を実施した。
・各課の担当から事業提案を受け、大学への協力を依頼し、事業展開
した。
〔課題（要因や状況変化を踏まえ目標の達成等に必要なこと）〕
プロジェクトを実装した場合の地域の担い手・実施主体の養成が必要
なのだが、なかなか適切な人材がいないため、大学の支援が離れた後
に事業を継続する体制づくりが必要。
〔取組方針（課題を踏まえたより具体的な取組）〕
H29～R７  ①学生ボランティア等の新たな地域の担い手育成ＰＪ
　　　　　　（市・企業・市民団体×千葉工業大学）
H29～R1  ②名産品創出ＰＪ（地域資源再生室×聖徳大学）
　　　　　 ③南房総昔物語の絵本化事業
　　　　　　（市民課：協力生稲謹爾×聖徳大学）
　　　　　 ④空き公共施設活用ＰＪ（シラハマ校舎×千葉工業大学）
Ｈ30～R1　  ⑤公共施設利活用アプリ・システム開発ＰＪ
　　　　　　　（市民課×千葉工業大学）
H29～R7　⑥里海資源利活用ＰＪ（南房総学箱庭づくり）
　　　　　　　（富山学園×千葉工業大学）
　　　　　　⑦万祝図柄デジタルデータ活用ＰＪ
　　　　　　　（ちば南房総×千葉大学）
R4～R7　   ⑧里山資源利活用ＰＪ（竹灯篭）
　　　　　　　（千倉中学校・地域づくり協議会きずな×千葉工業大学）
H30～R7　 ⑨人材育成支援ＰＪ（わくわく科学技術講座）
　　　　　　　（市民課・子ども教育課×千葉工業大学）
R5～R6　   ⑩地域創生活動の連携推進ＰＪ（サウンドスケープ）
　　　　　　　（市民課×千葉工業大学）
R7　　　 　⑪デジタルの力を活用した地域課題解決ＰＪ（公民館アプリ）
　　　　　　　（生涯学習課×千葉工業大学）　　　

【内容】
　大学の技術や知見及び行動力のある学生
との相乗効果により、地域課題解決のため
のアイデアや活力を生み出すとともに、市
内の子どもたちに大学が持つ知見等に触れ
る機会を提供する
■庁内推進体制の継続
　地域課題を抽出し、大学と地域や市民団
体等の調整や課題解決に向けた取り組みの
進捗管理を行う
■コーディネーター（調整役）人材の活用
　地域と大学の橋渡し役となる専門スキル
を持ったコーディネーター等を招き、域学
連携のスムーズな事業展開を行う
■大学ならではの専門性を活かしたプロ
ジェクト展開
　Society5.0の実現に向けた取組など、
大学の持つより専門性の高い技術や知見を
活かしたプロジェクトを展開する。
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令和8年度 総合戦略記載事業 進捗管理票（令和7年度事業分）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

癒しの風景おもてなし事業 180位 130位 127位 182位 127位 151位

指標による施策の判定

目標に届かず

戦略的広報事業
1,641,764

アクセス
1,392,015

アクセス
2,454,299

アクセス
1,817,450

アクセス
1,969,075

アクセス
2,316,726

アクセス

指標による施策の判定

目標を達成

各年度実績値

具体的な施策
重要業績評価指標

（KPI）
要因、課題、取組方針

魅力度順位

目標
2024年度：100位
以内
2027年度：100位
以内

参考
2019年度：148位
2023年度：182位

〔要因（目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化）〕

　・職員応援体制の構築について、プロジェクトチームによる会議を
開き事業内容の検討を行ったが、実施までは至っていない。市域が広
いため、取り組むエリアを検討する必要がある。

〔課題（要因や状況変化を踏まえ目標の達成等に必要なこと）〕

　部署単位の事業への取り組みだけでなく、各職員の景観整備に係る
意識の醸成を図る必要がある。

〔取組方針（課題を踏まえたより具体的な取組）〕

・利用者のニーズに応じた施設の改修・整備を継続して行い、快適で
利用しやすい環境を整える。
・景観に関しては、景観行政団体への移行について、様々な視点から
必要性を検討する。

【内容】
　本市の玄関口である美しい里山里海の景観の
復興と平常時の整備体制を強化し、第一印象か
ら「訪れたいまち」「住みたいまち」と思われ
る自然と景観を活かした観光立市としての基盤
強化と市民意識の醸成を図る
■支援体制の充実
　市民活動団体などの関連事業に対する市の協
働体制及び支援制度を充実させる
　また、災害等により、海岸エリアやハイキン
グエリア等における人力では困難な作業に対し
ては、ビーチクリーナー、重機及び運搬車両等
を迅速発動する支援体制を構築する
■職員応援体制の構築
　観光立市として、職員の景観整備に対する意
識醸成と応援体制を強化するため、全職員が所
属にとらわれず、平常業務の一環として、定期
的に整備活動に協力できる庁内体制を構築する
■時代ニーズに合ったおもてなし環境設備の充
実
　時代に応じた様々なニーズを想定し、駐車
場、トイレ、案内看板、街路灯、公園及び遊具
等を景観デザインの視点を持って整備し、おも
てなし環境を充実させる

ホームページ閲覧者数
目標
2024年度：
1,177,000アクセス
2027年度：
1,500,000アクセス

参考
2018年度：588,500
アクセス
2022年度：
2,454,299アクセス
※コロナ感染者情報等
の掲載により一時的に
アクセス数が増加した

〔要因（目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化）〕

・コロナ感染者情報等の掲載によってアクセス数が増加していたが、
令和４年度中に掲載が終了し、それ以降は一旦減少し、その後微増傾
向にあったが、公園施設などの完成により、アクセス数が増えた傾向
にある。

〔課題（要因や状況変化を踏まえ目標の達成等に必要なこと）〕

・今市民が何に関心があるのか、何を求めているのかを見極め情報を
発信していく。
・誰もが簡単に市の情報を入手できるような情報発信体制を構築す
る。

〔取組方針（課題を踏まえたより具体的な取組）〕

・様々な情報発信ツールを用いて、市民が欲している情報に容易にア
クセスできるよう環境を整える。
・情報発信の内容に応じたＳＮＳ運用を行い、市の魅力を発信し、
ホームページアクセスにつなげるようにする。

【内容】
　南房総への「観光」「応援」「移住」情
報及び南房総ブランドの総合的なプロモー
ションを行う
■プロモーション推進体制の構築
　庁内横断的にシティプロモーションを協
議するプロジェクトチームを創設する
■総合的かつ魅力的なWEBサイトの構築
　市ホームページを抜本的につくりなお
し、行政・観光・移住・応援に関する情報
を一体的に閲覧できるようにする
　また、特産品の紹介、地域の優位性や南
房総市ならではの自然に囲まれた暮らしの
スタイルについて紹介を行い、南房総ブラ
ンドを明確化する
■つながりを維持する広報の展開
　地元新聞社と連携し、市内出身者等向け
に地域の時事、イベント情報や施策情報な
どを提供するニュースレターを創刊し、送
付する
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令和8年度 総合戦略記載事業 進捗管理票（令和7年度事業分）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

持続可能な行政・
社会システム研究創造事業

0 0 0 1 1 1

指標による施策の判定

目標を概ね達成

スマート自治体の推進 試験導入 5件 4件 2件 2件 1件

指標による施策の判定

目標に届かず

各年度実績値

具体的な施策
重要業績評価指標

（KPI）
要因、課題、取組方針

調査研究組織数

目標
2024年度：１
2027年度：１

参考
2019年度：0

※2023年度に立ち上
げた少子化・人口減少
対策会議の分科会とし
ての組織化等も検討す
る

〔要因（目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化）〕

本市の人口動態と民間不動産情報サイトの物件情報データを組み合わ
せ、本市喫緊の課題となっている賃貸物件不足と人口減少の相関性の
分析を行った。

〔課題（要因や状況変化を踏まえ目標の達成等に必要なこと）〕

本事業の目的は多岐に及ぶため、様々な関係部局との連携が必要とな
ることからも、具体的な研究テーマを絞り込み、段階的に事業の拡大
を図っていく必要がある。

〔取組方針（課題を踏まえたより具体的な取組）〕

令和５年度から庁内に新たに設置した少子化・人口減少対策会議を定
期的に開催し、本市の少子化と人口減少対策に資する具体的な研究に
取り組む。

【内容】
　将来の若い世代に負担を残さない持続可能な
行政・社会システムの再構築に向けて、現実的
な本市の将来リスクを直視し、危機管理と地域
経営の視点に基づいた研究と施策の具体化を行
う
■調査研究組織の立ち上げ
　行政、大学、専門家、ＮＰＯ及び地域住民等
による研究組織を立ち上げ、多角的な視点で本
市の将来リスクの科学的データ分析を行い、分
析結果に基づく将来リスクの見える化と課題認
識の共有を図る
■施策の具体化
　調査研究に基づき、公共施設の配置や機能、
各種インフラ整備、医療・福祉サービス、防災
体制、自然エネルギー導入、自治機能及び行政
関連団体の組織や定員等について、適正規模と
必要施策を具体化し、関連計画等に反映するこ
とにより、施策の必要性及び実行力を高める
■災害復興モデルの創出
　台風被害の著しい地域等を魅力的なエリアに
創造するため、調査研究成果等を活用し、モデ
ル的な復興地域の形成を図る

RPA導入件数

目標
2024年度：5件
（5年累計）
2027年度：8件
（8年累計）

参考
2019年度：0件
2023年度まで：４件

〔要因（目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化）〕

・組織内にPRAの知見を持つ人材がおらず、プログラミング知識の不
足や問い合わせ対応ができない
・組織内にRPAに関する理解が広まっていない

〔課題（要因や状況変化を踏まえ目標の達成等に必要なこと）〕

・導入当初はシナリオ作成を外部委託していたが、現在は委託してい
ないため、作成や修正が職員自身でできない

〔取組方針（課題を踏まえたより具体的な取組）〕

・シナリオ作成の操作研修の実施した。RPAを活用できる業務も少な
いことから廃止を検討。

【内容】
・ Society5.0社会の実現に向け、市が
率先してRPAやAI等の情報先端技術を
導入し、市民の利便性の向上と業務の
効率化を図る
・ 市民がデジタル社会のもたらす生活
利便性を享受できるよう、デジタル活
用能力の向上を図る

４
　
時
代
に
合
っ
た
地
域
を
つ
く
る

(

1

)

持
続
可
能
な
行
政
・
社
会
シ
ス
テ
ム
の
再
構
築

0

1

2

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

実績 目標

0件

1件

2件

3件

4件

5件

6件

7件

8件

9件

10件

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

実績 目標
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R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

地域公共交通と連携した医療・
福祉・商業等の生活圏構築

0か所 0か所 0か所 0か所 0か所 0か所

指標による施策の判定

目標に届かず

市内住宅適正化事業 46軒 78軒 105軒 131軒 161軒 187軒

指標による施策の判定

目標を達成

各年度実績値

具体的な施策
重要業績評価指標

（KPI）
要因、課題、取組方針

(

1

)

持
続
可
能
な
行
政
・
社
会
シ
ス
テ
ム
の
再
構
築

小さな拠点モデル地
区の形成

目標
2024年度：1か所
2027年度：1か所

参考
2019年度：0か所

〔要因（目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化）〕

・検討課題が多く、課題の整理や解決に向けた調整が難しいため、小
さな拠点モデル地区の形成まで至っていない。

〔課題（要因や状況変化を踏まえ目標の達成等に必要なこと）〕

・検討課題が多岐にわたるため、一つ一つの課題解決とともに、地域
全体の姿（ビジョン）の検討が必要と思われる。

〔取組方針（課題を踏まえたより具体的な取組）〕

・住民のニーズを取り入れた交通網及び道の駅や商店等と連携した対
策を検討し、地域の拠点機能を目指した取り組みを行う。

【内容】
人口減少が進む地域において、生活
サービスを効率的に提供するための拠
点機能の「コンパクト化」、地域の公
共交通網再構築と高次の都市機能維持
に必要な圏域人口の確保を図る「ネッ
トワーク化」を図る

(

2

)

市
内
住
宅
総
数
の
適
正
化

空き家活用及び解体
実績

目標
2024年度：100軒
（5年累計）
2027年度：200軒
（8年累計）

参考
2019年度：0軒

〔要因（目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化）〕

・空家特措法に基づく助言、指導、勧告等による解体１6件
・空き家バンクを通じた取り引きの実績１0件

〔課題（要因や状況変化を踏まえ目標の達成等に必要なこと）〕

・空き家対策及び移住定住施策の一環である空き家バンクは、物件登
録数が鈍化してきている。大相続時代の到来に向けて、空き家数の増
加が予想される。

〔取組方針（課題を踏まえたより具体的な取組）〕

・空き家対策セミナーや個別相談会などの啓蒙活動を通じて、管理不
全状態に至る空き家の発生を防ぐとともに、活用可能な空き家につい
ては、固定資産税の納税通知書や市県民税（家屋敷課税）の納税通知
書に記事を掲載して空き家バンクへの登録を働きかけ、空き家の減少
及び移住・定住促進に努めている。

【内容】
　市内空き家の発生を抑制するとともに活
用または解体を促すため、空き家バンクと
危険家屋対策を一体的に取り組む
■空き家バンクの活性化
　司法書士会等と連携し、相続や事前の処
分について相談できる体制づくりを進め、
放置空き家となる可能性を減少させるとと
もに、空き家バンクへの登録を促進する。
また、老朽化等で傷みの激しい物件につい
て、解体や土地の売却を含めた処分方法を
相談できる仕組みを検討する
■住宅総数の抑制
　人口規模に合った適正な住宅総数とする
ため、住宅の新築及び改修に係る補助につ
いて、既存の住宅の解体を伴う場合に限る
など、空き家を増やさないための検討を行
う

４
　
時
代
に
合
っ
た
地
域
を
つ
く
る

0か所

1か所

2か所

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9
実績 目標

0軒

50軒

100軒

150軒

200軒

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

実績 目標
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